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１　問　題　提　起

　１９７０年代の二度にわたる石油 ショックを契機に産業構造がダイナミッ クに再編されて

きている 。それは石油をエネルギ ーとする鉄鋼 ・自動車に代表される重化学工業から省

エネルギ ー・ 省資源とマイクロエレクトロニクス革命を基調とするコンピ ューター・ 半

導体に代表される先端技術産業へと移行しつつある 。なかでも半導体は産業の「コメ」

と言われ，電子機器システムの中核を構成し，半導体産業はその他の産業の素材を提供

する基礎産業であると同時に，国際産業としての性格をも有している 。半導体産業は企

業内国際分業体制による世界生産と企業内国際取引を含む世界市場での販売を通して
，

世界的規模で超過利潤の獲得を追求する国際産業だからである 。この産業を担 っている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
のは多国籍半導体企業あるいは国際半導体巨大資本に他ならない。玩代世界市場におい

て各国の多国籍半導体企業間による国際産業戦が熾列に繰り広げられ，その一端が日米

半導体摩擦という姿をとっ て現象しているのである 。

　日米半導体摩擦は，日本が２５６ＫＤＲＡＭ（記憶保持動作の必要な随時書き込み読み出しメ

（５８２）
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モリー）をアメリカで低価格で販売したのはダソピングにあたる ，とアメリカが決めつ

けてきたことに端を発している 。ｒ日本の２５６ＫＤＲＡＭの価格は１９８４年１０月の３，３５０円

から８５年１１月の３５０円へと ，わずか１年余の問に１０分の１にまで急激に低下したが，ア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
メリカの価格も１９８３年のサソプル価格がわずか２年半で１５分の１ ，３ドル」にまで低下

している 。このように日米半導体摩擦問題は世界半導体市場における国際価格（国際市

場価格または世界市場価格とも言う）をめぐる競争の問題として現象していると言えよう
。

問題の核心は，このような半導体の国際市場価格の急激な低下現象はどのように理論的

かつ実証的に解明されなけれぼならないか，という点にある 。

　世界商品である半導体の国際市場価格の急性的な低下現象を解明するためには，世界

市場におげる価値法則の独自な貫徹様式，より具体的には世界半導体市場における国際

価格形成が国際価値論にもとづいて実証的に明らかにされなけれぱならない。世界商品

の国際価格の決定機構を解明する理論は，国際価値論またはその展開形態である国際市
　　　　　　　　　３）
場価値論に他ならない。ところが，これまで日米半導体摩擦問題を世界半導体市場にお

ける国際価格の競争問題として把えるという観点が欠如していたため，半導体の国際価

格問題を国際価値論および国際市場価値論の視角から実証的に解明するという研究は皆

無に近い状況にあ った。だが，最近にな ってようやく国際価値論 ・国際市場価値論およ

び国際地代論の観点から世界市場商品（自動車 ・半導体 ・石油）の国際価格の形成を実証的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
に明らかにしようとする研究が現われつつある 。日本および西 ヨーロッパの国際価値論

を研究している中川信義教授の一連の研究もその一つである 。中川教授は「世界市場に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
おける価値革命あるいは国際価値の革命が日米貿易摩擦の根本原因である」とする視角

をはじめて提起し，国際価値論 ・国際市場価値論の観点からこの問題に迫ろうとされた

のであ った。従来，日本の国際価値論論争は論争のための論争をくり返し，「不毛な論

争」と郵楡され，国際価値論は現実的な課題を解明しえない理論であると批判されてき

た。 こうした理論状況のなかにあ って ，国際価値論を実証にたえる理論として位置づけ ，

理論と実証を統一的に把握しようとされた中川教授の観点 ・研究は，国際価値論の研究

を実証の次元にまで高めたものであるという点において高く評価されなけれぼならない

であろう 。とはいえ，中川教授も世界商品の国際価格の彩成問題を本格的に実証してい

るわけではない。筆者は中川教授から学びつつ，国際市場価値論の観点から世界半導体

市場における２５６ＫＤＲＡＭの国際価格形成を実証的に解明しようとするものである 。

　ところで，世界半導体市場における国際価格の形成を理論的かつ実証的に解明するに

さいしては，つぎの諸点が留意されなければならない 。

（５８３）
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　第１は，世界市捌こおける競争の作用に関するものである 。これはまた，国際価格の

形成を理論的かつ解明する国際市場価値論の問題でもある 。世界市場における競争に関

していえば，その作用は，同一生産部面においてさまざまな国際個別価値の国際市場価

値または国際市場価格への均等化である。というのは，世界市場においては，利潤率の

国際的均等化は達成されず，国際生産価格は成立しないからである 。「国際価値が世界

市場で交換される個 々の商品に関する価値規定であるのに対し，国際市場価値は世界市

場で交換される同一生産部面の商品総量に関する規定である 。国際市場価値が国際価値

の現実化または具体化されたものといわれるのも ，それが世界市場における競争によっ

て媒介されるというだけではなく ，このように同一種類の商品量全体に価値規定が適用
　　　　　　　　　　６）
されたものだからである 。」世界半導体市場における競争においても ，この点に留意す

る必要がある 。しかし ，同一生産部面におげる競争と一口に言 っても ，半導体製品　つ

をとっ てみても ，トラソジスター から集積回路に至るまでさまざまな種類の製品がある 。

しかも製品ごとの部門別世界市場があり ，製品ごとに国際価格が相異している 。したが

って ，半導体の国際価格を考察するにさいしては，特定の半導体製品に限定されなけれ

ばならない。ＤＲＡＭに関しても ，まず同種製品で同一集積度の半導体の価格どうしが

比較されなければ意味がない。そのつぎに同種製品で相異なる集積度の半導体の価格が

比べられなけれぱならないのである 。

　第２は，世界市場における独占の作用に関するものである。これは資本主義の独占段

階における世界市場の特質にかかわる問題でもある。「現代の世界市場は自由競争的市

場構造から独占的市場構造に転化している。この独占的市場構造が国際価値論に投げか

けている最大の問題は世界市場における競争と独占という問題であり ，これを簡約して

いえば，独占的市場構造において価値法則がどのようにして自已を貫徹させるかという
　　　　７）
問題である 。」これは独占段階における国際価値法則の貫徹様式に関する論点であるが ，

ここでは競争のみならず独占の作用をも考慮に入れて考察しなければならないことを意

味している 。

　この独占段階における競争と独占の関係について古川哲教授はつぎのように論じてい

る。 競争と独占，「この二つの要因はたがいに絶対的に排除しあい，相互に中和されて

平均化されるものでない以上，この二要因の展開のそれぞれの時期における優勢 ・均

衝　逆転の具体的あり方，およぴ世界市場編成の立体的配置のなかにおけるこの二要因

のそれぞれの優勢　均衡　逆転の態様をその歴史具体的な編成と段階において語ること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
なしには，この特殊な段階の運動形式の基本条件を語りえない…… 。」競争と独占の二

（５８４）
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要因のそれぞれの優勢 ・均衡 ・逆転の態様を考慮に入れながら ，世界市場における競争

と独占すなわち競争制限 ・国際カルテルが国際価格形成にどのように作用するかという

ことが分析されなげれぱならない，ということになる 。

　第３に，そして最後に，本稿の対象と課題を明らかにしておかねぱならない。対象は

世界市場における世界商品２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格に限定する 。その理由は ，

ＤＲＡＭは，企業にとっ て半導体 コストの引き下げ，生産性向上の基礎であること ，売

上高規模が大きく ，スケールメリットの追求が可能な製品であること ，半導体技術の最
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
先端に位置する技術分野であること ，などによる 。また，ＤＲＡＭの中で２５６Ｋに限定

したのは，それか日米半導体摩擦の中心品目とな った製品だからである 。さらに対象と

する期間は，それが立ち上が った１９８３年から衰退期の１９９０年までの期間とする 。

　本稿の課題は，国際価値論とりわけ国際市場価値論の観点から世界半導体市場におけ

る競争と独占が２５６ＫＤＲＡＭの国際価格形成にどのように作用するか，世界半導体市

場における２５６ＫＤＲＡＭの国際価格の規定者は誰かを実証的に解明することである 。

２　世界半導体市場における国際価格形成

　本節では，世界半導体市場において競争と独占とが半導体の国際価格形成にいかなる

作用を及ぽすのか，２５６ＫＤＲＡＭの国際価格の規定者は誰かということが解明される 。

具体的には，２５６ＫＤＲＡＭのシリコンサイクル（１９８３年から９０年までの期間）を４つの時

期に区分し，各時期における各国の国際個別価値変動の諸特徴と国際市場価格または国

際市場価値の運動を背後から規制している国際個別価値（＝規定者）を明らかにする 。

　（１）第１期 ：競争と国際価格の低下

　第１期は，２５６ＫＤＲＡＭか半導体世界市場ではじめて販売された１９８３年から日米半導

体協定締結直前の８６年８月までの時期である 。

　図Ｉ－１は，アメリカの２５６ＫＤＲＡＭの価格推移を示したものであるが，わずか２年

半余の間に９３％という驚くへき急激な価格低下を示した。これは累積生産旦か２倍にな

れぱ１個当りの半導体の生産 コストが２８％低下するというラーニソグ ・カーブの低下率

をはるかに凌ぐものであ った。図Ｉ－２は，日本の２５６ＫＤＲＡＭの価格推移を示したも

のである 。８４年１０月には３，３５０円であ ったが，８５年４月の１ ，Ｏ００（３分の１），同年８月の

６３０円（５分の１），同年１１月までの１年余の間に３５０円（１０分の１）にまで価格が急落し

た。 日米両国の２５６ＫＤＲＡＭの価格はともに同様な価格の低下傾向を示したか，その

（５８５）
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図Ｉ－１　アメリカの

　　　２５６ＫＤＲＡＭの価格推移

　　　　　　　　　　（単位 ：ドル）

。！ドル）

３０

　図Ｉ－２　日本の２５６ＫＤＲＡＭの

　　　　価格推移　　　　（単位 ：円）

　（円）
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　（資料）ＩＣＥ杜 。

　（出所）プレスジヤーナル杜編［１９８６年度版　　　　（出所）プレスジャーナル杜編・前掲書・２３７べ
一

　　　 日本半導体年鑑」プレスジャーナル杜，　　　　　　　六

　　　１９８６年，２３７ぺ 一ジ 。

低下率においては両国問で相違がみられた。アメリカの価格は２年半で１５分の１にまで

低下したのに対し，日本のそれはわずか１年たらずの間に１０分の１にまで下落している
。

このことから日本の低下率はアメリカのそれをはるかに凌ぐものであ ったことが窺える 。

いずれにしても日米両国の２５６ＫＤＲＡＭの急激的かつ急性的な国際個別価値の低下が
，

２５６ＫＤＲＡＭの世界市場におげる各国の国際半導体独占資本間での国際価格競争の激化

を生ぜしめた 。

　だが，日米両国の２５６ＫＤＲＡＭの急激な価格低下は２５６ＫＤＲＡＭどうしの国際競争

だけによっ て生じたものではなく ，２５６ＫＤＲＡＭと６４ＫＤＲＡＭとの製品間競争，すな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）わち集積度の相異なる同種製品（ＤＲＡＭ製品）間での製品間競争によっ ても生じている

のである。というのは，２５６ＫＤＲＡＭが普及するためには６４ＫＤＲＡＭと対抗し
，

６４ＫＤＲＡＭの価格にまで接近する必要があるからである 。図Ｉ－３は，アメリヵの

６４ＫＤＲＡＭの価格推移を示している 。その価格は８０年の３０ドル，８４年後半の３ドル弱
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８６）
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図Ｉ－３　アメリカの６４ＫＤＲＡＭ

　　　の価格推移　　（単位 ：ドル）

（ドル）

４５

図Ｉ－４　日本の６４ＫＤＲＡＭ

　　　　の価格推移　　（単位 ：円）

（円）
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（出所）　プレスジャーナル 杜編，前掲書，２３６

　Ｏ　　
’８４／１０ ’８５／１２　３４　５　６　７８

　　　　　　　　　　　　　（年 ．月）

（出所）プレスジャーナル杜編，前掲書，２３６ぺ 一

８５年後半の１ドル以下に低下している 。図Ｉ－４は日本の６４ＫＤＲＡＭの価格推移を示

している 。これによれぱ，その価格は８４年１０月の５４０円 ，８５年４月の２９５円，同年８月の

１３０円へと下落している 。問題は，６４ＫＤＲＡＭと２５６ＫＤＲＡＭとの製品間競争におい

て両者の価格差がどの程度縮小したかという点にある 。

　アメリヵの６４ＫＤＲＡＭと２５６ＫＤＲＡＭとの価格を比較すると ，はじめは両者には大

きな価格差かみられたか，それは徐 々に縮まりつつある 。８５年後半には６４ＫＤＲＡＭの

価格は１ドル未満であるのに対し，２５６ＫＤＲＡＭのそれは３ドルにまで下落し ，両者の

価格差は２ドルにまで接近している 。日本の場合はどうか。８４年１０月には６４ＫＤＲＡＭ

の価格は５４０円で，２５６ＫＤＲＡＭのそれは３，３５０円であり ，両者の価格差は２，８１０円であ

った。ところが８５年８月には６４ＫＤＲＡＭ価格は１３０円，２５６ＫＤＲＡＭ価格は６３０円，両

者の価格差は５００円にまで接近している 。このように，日米両国の２５６ＫＤＲＡＭの価格

は６４ＫＤＲＡＭの価格に引き寄せられるように一して低下していることが窺える 。このこ

（５８７）
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表Ｉ－１ 主要国における２５６ＫＤＲＡＭの価格推移 （単位 ：ドル）

２５６Ｋ－ＤＲＡＭ （１５０ＮＳ） ２５６Ｋ＿ＤＲＡＭ （１５０ＮＳ）

日本 米国 欧州 台湾 香港 韓国 日本 米国 欧州 台湾 香港 韓国

１９８６ ，１２ ８
１． ６０ １． ８０ １． ７５ １． ８０

■ 一
７． １８ ２． ６８ ３． ５０ ４． ６０ ５． ８５ ４． ７７ ４． ００

１２ ．２２ １． ６０ １． ８５ ２． ３０ １． ９０

■ ■
８． １

２． ６８ ３． ９５ ５． １０ ５． ６５ ４． ７７ ４． ００

１９８７ １． １２ １． ６５ １． ９０ ２． ３０ １． ６７

一 一
８． １５ ２． ６２ ３． ５０ ５． １０ ５． ８５ ４． ７７ ４． ００

１． ２６ １． ５８ １． ９５ ２． ３０ １． ８０

一 ‘
８． ２９ ２． ６２ ３． ８０ ５． １０ ５． ９０ ３． ５０ ３． ８０

２．
９

１． ５７ １． ９５ １． ９０ １． ８０

一 ’
９． １２ ２． ６２ ３． ７８ ５． １０ ６． ００ ３． ７７ ３． ８０

２． ２３ １． ６１ １． ９５ １． ９０ １１ ５５

． ■
９． ２６ ２． ６２ ３． ８５ ５． １５ ５． ８５ ３． ７７ ３． ８０

３、 ９
１． ６１ １． ９５ １． ９０ １． ５５

一 一
１０ １０ ２． ９２ ３． ８５ ５， ７５ ６． ００ ３． ６５ ３． ８０

３． ２３ １． ７１ ２． ００ １． ９０ １． ５５

一 ．
１０ ２４ ３． ０７ ３． ８５ ６． ００ ６． ２５ ３． ５３ ３． ８０

４． ６
１． ７７ ２． １５ １． ９０ １． ９０

一 一
１１ ７

３． １２ ３， ８５ ６． ００ ６． １５ ３． ５３ ３． ８０

４． ２０ １． ８３ ２． ２０ ２． １５ １． ８０ １、 ６８ １１ ２１ ３． １２ ３． ８５ ６． ００ ６． ０５ ３． ５０ ３． ８０

５． ４
１． ８５ ２． ３０ ２． １５ ２． ３０ ２． ６０ １２ ５ ３． ２０ ３． ８０ ６． ００ ５． ２５ ３． ５５ ３． ８０

５． １８ １． ８５ ２． ３５ ２． １５ ２． ４０ ２． ７３ １２ １９ ３． ２０ ３． ９０ ６． ００ ５． ５０ ３． ５５ ３． ８０

６． １
１． ８９ ２． ２０ ２． ３５ ２． ３５ ２． ７０ １９８９ １． １６ ３． １０ ３． ９０ ５． ９５ ５． １０ ３． ５５ ３． ８０

６． １５ １． ９１ ２． ４０ ２． ５０ ２． ４０ ２． ７５ １． ３０ ３． ０５ ３． ９０ ５． ９５ ４． ５０ ３． ５５ ３． ８０

６． ２９ ２． ０９ ２． ４０ ２． ５０ ２． ３０ ２． ７５ ２． １４ ３． ０３ ３． ９０ ６． ２５ ４． ５０ ３． ５５ ３． ８０

７． １３ ２． ０１ ２． ４０ ２． ５０ ２． １５ ２． ７０ ２． ２０ ２． ２７ ３． ０３ ４， ００ ５． ７５ ４． ００ ３． ５５ ３． ８０

７． ２７ ２． ０１ ２． ４０ ２． ５０ ２． １５ ２ ６５ ２． １０ ３． １３ ２． ８３ ３． ８３ ５． ７５ ４． ５０ ３． ５０ ３１ ８０

８． １０ ２， １２ ２． ６０ ２． ５０ ２． １５ ２ ６５ ２． １０ ３． ２７ ２． ７９ ４． ００ ５． ３０ ４． ００ ３． ５０ ３． ８０

８． ２４ ２． １５ ２． ５５ ２． ５０ ２． ３０ ２ ６５ ２． １０ ４． １０ ２１ ７９ ３． ８８ ４． ６０ ４． ００ ３． ２０ ３， ８０

９． ７
２． １２ ２． ６０ ２． ７０ ２． ４８ ２ ６５ ２． １０ ４． ２４ ２． ７７ ３． ８８ ４． ５０ ３ ６０ ３． ５０ ３． ５０

９． ２１ ２． ２９ ２． ６０ ２． ５０ ２． ４０ ２ ６５ ２． ００ ５． ８
２． ７３ ３． ８８ ４． ４５ ４ ００ ３． ５０ ３． ５０

１０ ５ ２． ２６ ２． ７０ ２． ７５ ２． ６０ ２ ６５ ２． ００ ５． ２２ ２． ６３ ３． ８０ ４． ４５ ４ ００ ３． ５０ ３． ５０

１０ ．１９ ２． ３４ ２ ７５ ２． ９０ ２． ５８
２ ８０ ２， ００ ６ ５ ２． ５７ ３． ８３ ３． ８０ ４ ００ ３． ５０ ３． ５０

１１ ２ ２． ３９ ２ ７５ ３． ００ ２． ５８ ２ ９３ ２． ００ ６ １９ ２． ５１ ３． ８５ ３． ６０ ３ ７０ ３． ５０ ３． ５０

１１ ．１６ ２． ４６ ２ ８０ ３． ００ ２． ６３ ２ ９３ ２． ００ ７ ３ ２． ５６ ３． ８１ ３． ５５ ３ ７０ ３． ５０ ３． ２０

１１ ．３０ ２． ４６ ２ ７５ ３． ０５ ２． ６８ ３ １８ ２． ００ ７ １７ ２． ６７ ３． ８０ ３． ３５ ３ ７０ ３． ５０ ２． ８０

１２ ．１４ ２． ５０ ２ ８０ ３． ０５ ２． ６８ ３ ０５ ２． ２０ ７ ３１ ２． ６６ ３． ５０ ３． ３０ ３ ７０ ３． ５０ ２． ７０

１２ ．２８ ２． ６０ ３ ００ ３． ０５ ２， ８３ ３ ０５ ２． ２０ ８ １４ ２． ６７ ３． ５０ ３． ２５ ２ ６５ ３． ２５ ２． ５０

１９８８ １． １８ ２． ６０ ２ ９０ ３． ０５ ２． ９３ ３． １０ ２． ２０ ８ ２８ ２． ５８ ３． ３０ ２． ９０ ２ ７５ ３． ００ ２． ８０

２． １
２． ６０ ２ ８０ ３． １０ ３． ２０ ３． １５ ２． ５０ ９ １１ ２． ５４ ３． ２５ ３． ２０ ２ ７５ ３． ００ ２． ２０

２． １５ ２． ６０ ３ ００ ３． ５０ ３． ４５ ３． ５０ ２． ７０ ９ ２５ ２． ５０ ２． ９０ ２． ８０ ２ ７５ ３． ２５ ２． ２０

２． ２９ ２． ６０ ３ ２５ ３． ６０ ３． ４５ ３． ７０ ２． ８０ １０ ９
２． ５９ ２． ９５ ２． ８０ ２ ６５ ２． ８０ ２． ２０

３． １４ ２． ６０ ３． ３５ ３． ６０ ３， ３０ ３． ７０ ２． ８０ １０ ．２３ ２． ５８ ２． ７５ ２． ５０ ２． ７５ ２． ８０ ２． ２０

３． ２８ ２． ６０ ３． ４５ ３． ６０ ３． ５０ ４． １０ ３． ５０ １１ ．６ ２． ５６ ２． ７０ ２． ５０ ２． ７５ ２． ８０ １． ８０

４． １１ ２． ６１ ３． ５５ ３． ８０ ３． ３０ ４． １０ ３． ８０ １１ ．２０ ２． ４０ ２． ２５ ２． ５０ ２． ７５ ２． ８０ １． ８０

４． ２５ ２． ６６ ３． ５５ ３． ９０ ３． ３０ ４． ３５ ４． ００ １２ ．４ ２． ２４ ５． ０５ ２． ４０ ２． ７５ ２． ８０ １． ６５

５． ９ ２． ６６ ４． ００ ３． ９０ ３． ８５ ４． ５０ ４． ００ １２ ，１８ ２１ ３３ １． ８８ ２． ４０ １． ８５ １． ６５

５． ２３ ２． ５６ ４． ２５ ３． ９０ ６． ００ ４． ６０ ４． ００ １９９０ １． １５ ２． ３１ １． ７８ ２． ２０ １． ８５ ２． ６０ １． ６５

６． ６
２． ５６ ４． １０ ４． １０ ６． ８５ ４． ６０ ４． ００ １． ２９ ２． ０７ １． ７８ ２． ００ １． ８５ ２． ６０ １． ５５

６． ２０ ２． ７２ ３． ６５ ４． １０ ５． ６５ ４． ６０ ４． ００ ２． １２ ２． ０６ １． ７８ １． ９０ １． ８５ ２． ６０ １． ５５

７． ４ ２． ４５ ３． ５０ ４． ６０ ５． ６５ ４． ６０ ４． ００

８９ ．９ ．１１から１００ｎｓ

（出所）ＤＡＴＡＱＵＥＳＴ

（５８８）



　　　　　　世界半導体市場における競争 ・独占および国際価格形成（杉本）　　　 １５３

とは，２５６ＫＤＲＡＭは６４ＫＤＲＡＭとの激しい価格競争を展開しているということを示

していると同時に，６４ＫＤＲＡＭの価格の運動が２５６ＫＤＲＡＭの価格を引き下げる牽引

者としての役割を果たしているということをも意味している 。

　以上のことから ，第１期における２５６ＫＤＲＡＭの国際価格の特徴をつぎのようにま

とめることができよう 。第１は，２５６ＫＤＲＡＭの国際価格のｒ革命的ともいえるほどの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
激烈かつ急性的な価値減少」，「世界市場における国際的な価値革命」という国際市場価

格の急激的な低下か生じたことである 。第２は，日米の国際半導体 メーカー 間ての競争

が激しく繰り広げられ，世界半導体市場において競争が優位を占めた時期であ ったこと

である 。第３は，２５６ＫＤＲＡＭの国際価格競争は，０世界２５６ＫＤＲＡＭ市場における

国際価格競争を基軸としながち，　世界半導体市場における６４ＫＤＲＡＭと

２５６ＫＤＲＡＭの製品間競争を副軸として展開されたものであ ったということである 。

　（２）第２期 ：独占と国際価格の上昇

　第２期は，日米半導体協定か締結された１９８６年９月から８７年１２月まての期問で ，各国

の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格が上昇に転じた時期であ った。表Ｉ－１は主要国における

２５６ＫＤＲＡＭの国民価格の推移を示し ，図Ｉ－５はこれをクラフに表わしたものである 。

　デ ータクェスト杜の調査によれぼ，日本の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格は，８７年１月１２

日では１ ．６５ドルであ ったが，同年１２月２８日には２．６０ドルにまで上昇している 。同期間に

おける各国のそれはつぎのようにな っている 。アメリカでは１ ．９０ドルから３．００ドルヘ

欧州では２．３０ドルから３．０５ドルヘ 台湾では１ ．６７ドルから２．８３ドルヘとそれぞれ上昇し

ている 。香港では４月２０日の１ ．６８ドルから３．０５ドルヘと上昇しているのに対し ，韓国で

は７月１３日の２．２０ドルの水準を維持している 。また同期間における各国の２５６ＫＤＲＡＭ

の価格上昇率を見ると ，香港の８４．５％をトッ プに，台湾７５ ．４％ ，日本５７．６％ ，アメリカ

５２ ．６％，欧州３２．６％の順とな っている 。とはいえ，各国間での価格差はそれほど大きく

はなく ，上限と下限との価格差は１ドル未満に過ぎない。さらに重要なことは，８７年１

月１２日から同年７月２７日までは日本の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格を底線とした一つの帯

状の価格線が画されていることである 。８月１０日から１２月２８日までは韓国の国民価格が

底線を画している 。この場合でも日本の国民価格は韓国のそれについで低い水準であ っ

た。 このように，アメリカ ，欧州，台湾，香港，韓国のそれぞれの国民価格は日本のそ

れを基軸にして変動しているのである 。このことは，目本の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別

価値がその国際市場価格または国際市場価値を規制する牽引者としての役割を担 ってい

るということを意味している 。

（５８９）



１５４　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第４号）
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　　　　　　世界半導体市場における競争 ・独占および国際価格形成（杉本）　　　 １５５

　それでは，第２蜘こおいて各国の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格が上昇に転じたのはたぜで

あろうか。これにはつぎの二つの要因が考えられる 。

　１つは，１９８６年７月に締結された日米半導体協定による影響である 。この協定で主要

にはつぎの２つの事柄が取り決められた。０ＥＰＲＯＭおよび２５６ＫＫ以上のＤＲＡＭに

ついては米商務省か日本の半導体 メーカー から コスト　販売価格等のテータを取り寄せ ，

これに基づいて四半期ごとのＦＭＶ（Ｆ…ｉｇｎ　Ｍ・・
ｋ・ｔ　Ｖ・１・・） ・公正市場価格または海外市

場価格を算定 ・提示し ，米国市場においてＦＭＶを下回る価格での販売を禁ずること ，

　日本市場において米国製品 シェ アを５年後に２０パーセントにまで高めることであ った 。

ここで問題となるのは，０である 。興味深いことは，日米半導体協定が締結された直後

の１９８７年から各国の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格が上昇に転じ始めていることである 。日米

半導体協定が２５６ＫＤＲＡＭ世界市場における価格競争に一定の制限を加えることによっ

て， その国際価値革命の作用を緩和し ，各国の国民価格を上昇させる方向に作用したも

のと考えられる 。

　もう１つは，１９８６年１０月から通産省の行政指導によっ て２５６ＫＤＲＡＭの生産規制 ・減

産が着手されたことである 。これ以降，半導体の需給見通しが四半期ごとに発表され ，

これを受けて日本の各半導体 メーヵ一 惇， ８７年１～３月の第１四半期から２５６ＫＤＲＡＭ

を中心とする半導体 メモリの減産に踏み切 っている 。

　表Ｉ－２は，通産省による主要半導体の需給見通しである。これによると ，

２５６ＫＤＲＡＭは８６年１０～１２月期には１億６，３４０万個，８７年１～３月期には１億２，８６０万個
，

同年４～６月期では１億２，１４０万個と大幅な生産制限が行なわれている 。８７年１～３月

期は前期（８６年１０－１２月期）比で２１ ．３％の減産，８７年４～６月期は前期（８７年１～３月期）

比で２５．７％の減産とな っている 。８７年７～９月期は１億４，５６０万個と増加傾向を示すが ，

依然として低水準にとどまっ ている 。ここで注目すべき点は，２５６ＫＤＲＡＭの生産制限

が実施された８７年１月から日本の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格が上昇傾向を示したことにあ

る。 以上のことから，日米半導体協定およひそれに基つく生産制限　競争制限あるいは
　　　　　　　　　　　　　　１２）
半導体部門における国際独占体制が，日本をはじめ各国の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別価値

の上昇，したが って国際市場価格または国際市場価値の上昇に大きく作用したと言える

であろう 。

　さて ，香港，台湾，西欧の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格の上昇はいかなる要因に基づくも

のであろうか。とりわけ香港，台湾のその上昇に関しては日米半導体協定の影響が大き

い。 というのも ，日米半導体協定は一方では日本の対米輸出規制を，他方では半導体の

（５９１）
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生産制限を日本にせまるも

のであ つたため，２５６ＫＤＲ

ＡＭを中心に品不足が世界

的な規模で起こっ たからで

ある 。また，日本の２５６

ＫＤＲＡＭの国民価格の上

昇により ，アメリカのユー

ザー はこれまでのように安

価で高品質の日本の半導体

を入手することが困難とな

った。そのため，アメリカ

のユー ザー は東南アジア地

域からの２５６ＫＤＲＡＭの輸

入拡大で品不足を解消しよ
　　　１３）
うとした。台湾，香港をは

じめとする東南アジア地域

での２５６ＫＤＲＡＭの世界的

需要カニ高まっ た結果，台湾 ，

香港の２５６ＫＤＲＡＭの国民

価格がその国際個別価値以

上に上昇しだしたのであ っ

た。

　日米半導体協定の本質は ，

日米両国政府間協定という

姿で現象したところの，世

界半導体市場における日米

半導体独占資本間での国際

カルテル（＝国際的な価格制

限・ 生産調整協定）である 。

しかし，それはたんなる企

業間での国際的な独占体制

（５９２）
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ではなく ，国家を媒介とした企業間の国際独占体制に他ならない。「政治的要因自体が

独占的傾向を生みだしたということではなく ，逆に，放置しておけば一国の半導体産業

を壊滅に導くほどの激烈な競争を制限しようとする独占的傾向が，世界市場 レベルにま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
で発現し ，国際的な独占体制を形成せしめた」ものであり ，「政策的要因は独占的傾向

にとっ て制度的保障としての条件的意味をもつにすぎず，独占的傾向を生みだしはしな
１５）

い。」国際的な独占体制が２５６ＫＤＲＡＭの国際価値革命に一定の制限を加えると同時に ，

その国際市場価格を上昇させたのであ った 。

　第２期における２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格の特徴を示せばつぎのようにまとめられ

よう 。第１は，日米の国家間での暢定という姿をとっ て成立した日米半導体独占資本間

による国際的な独占体制が形成された時期であり ，半導体世界市場において独占が優位

を占めた時期であ ったことである 。第２は，２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格が上昇傾向を

示したことである 。世界市場における独占すなわち日米半導体独占資本間での国際的な

独占体制が第１期の国際価値革命のｆ乍用を緩和し ，２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格を上昇

させた。第３は，日本の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別価値が底線を画し ，その国際市場価格

を規制しているということである 。

　（３）第３期 ：競争と独占の相克期

　第３期は，１９８８年１月から１２月までの期間で，各国の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格が第２

期にも増して激しく上昇した時期であ った。デ ータクエスト杜の調査によれぼ，日本で

は１月１８日から９月２６日までは２．６０ドルの水準を維持していたが，１Ｏ月以降価格が上昇

し， １２月１９日には３．２０ドルに達している 。アメリカでは１月１８日の２．９０ドルから５月２３

日には４．２５ドルにまで上昇したが，それ以降下落し ，１２月１９日には３．９０ドルであ った 。

欧州では１月１８日の３．０５ドルから ，１０月２４日の６．００ドルヘと ，わずか１０ヵ月たらずの間

に価格が２倍に上昇している 。韓国では１月１８日の２．２０ドルから４月２５日の４．００ドルヘ

と上昇したものの，それ以降ほとんど変化はみられず，１２月１９日には３．８０ドルであ った 。

香港では１月１８日の３．１０ドル ，７月１８日の４．７７ドルをピークに，それ以降は下落し ，１２

月１９日には３．５５ドルに留まっ た。 国民価格が最も激しく変動したのは台湾で，１月１８日

の２．９３ドルから ，２月１日の３．２０ドル ，５月２３日には６．ＯＯドルにまで高騰し ，６月６日

には６．８５ドルと各国の国民価格の中で最高の高値を示した 。

　第３期における２５６ＫＤＲＡＭの国際価格の推移にはつぎのような傾向が見られる 。０

日本を除く各国の国民価格が激しく上昇したこと ，　各国間での国民価格の差が非常に

大きく ，６月６日には日本の２．５６ドルと台湾の６．８５ドルの差は４，２９ドルもあ ったこと ，

（５９３）
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　２月１５日から日本の国民価格すなわち国際個別価値が再び底線を画するに至 っている

こと ，＠韓国，香港の価格はアメリカのそれとほぽ同じ趨勢を示していること ，以上で

ある 。

　ついで，第３期において各国の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格が激しく上昇したり ，変動し

たりした原因をさぐることにしよう 。第１の要因は，メモリー を大量に使用するパソコ

ンやエンジニアリング ・ワークステーション ，レー ザプリンタ ，ファクシミリ ，高性能

テレビなどの分野で，メモリー に対する新しい需要が生まれ国際個別価値以上に国民価

格が上昇したことである 。第２の要因は，８５年，８６年の世界的な半導体不況の影響で
，

８６年から８７年にかけて設備投資が低く抑えられ国際個別価値そのものが上昇したことで

ある 。これが供給面での不足の要因とな っている 。第３の要因は，ＤＲＡＭの２５６Ｋか

ら１Ｍへの世代交代の時期すなわち両者の製品間競争の時期に突入していることである
。

１９８８年は１Ｍのサソプル出荷が開始された年であると同時に，ｒメガビ ット時代」の本

格的な到来をつげる年でもあ った。図Ｉ－６は世界各国の１ＭＤＲＡＭの国民価格の推移

を示したものであるが，１ＭＤＲＡＭの場合，これまでのＤＲＡＭ製品にみられた価格の

急激な低下現象がみられず，立ち上がり当初から価格の上昇傾向が窺える 。

　１ＭＤＲＡＭの国民価格が上昇するということの背後には半導体製造における技術的問

題が横たわ っている 。２５６ＫＤＲＡＭから１ＭＤＲＡＭへと集積度が増加するに伴 って ，マ

スクの使用枚数が６～７枚から１５枚～２０枚へと増加する 。「重ね合わせるマスクの枚数

が増加するに伴い，歩留りも低下することも避けられない。また，チ ップの大きさも ，

記憶容量の増加に比例した最小線幅の縮小が実現できないために，しだいに大きくな っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
てきており ，生産性を低下する要因とな っている 。」１ＭＤＲＡＭの国民価格が１５ドルか

ら２８ドルの間で推移していることを見れぼ，それがいかに高い価格であるかがわかるで

あろう 。

　第３期の２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格または国際市場価値の特徴はつぎのようなもの

であ った。第１は，日米半導体協定という国際的な独占体制のより一層の貴徹と ，

２５６ＫＤＲＡＭと１ＭＤＲＡＭとの製品間焼争の作用とが同時並存する時期で，世界市場に

おける競争と独占とが相克しあ った時期でもあ ったことである 。第２は，２５６ＫＤＲＡＭ

の国民価格が激しい上昇と安定傾向を示したことである。これは，一方での

２５６ＫＤＲＡＭの国際的な独占体制の作用と ，他方での１Ｍの高値推移による

２５６ＫＤＲＡＭへの需要の殺到，さらには１Ｍと２５６Ｋとの製品間競争の作用によるもの

であ った。第３は，日本の国民価格すなわち国際個別価値とその他のそれとが大きく乖

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９４）
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離するという現象がみられたということである 。

　（４）第４期 ：東アジアＮＩＥＳの競争への参入

　第４期は，１９８９年から１９９０年２月までの期間で，各国の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別価値

が再び下落傾向を示した時期であ った。１９８９年というのは２５６ＫＤＲＡＭから１ＭＤＲＡＭ

への世代交代が本格化した時期，４Ｍのサソプル出荷が開始された時期であるが，それ

は半導体をめぐる世界市場競争に韓国，台湾，香港，シソガポールなどの東アジア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
ＮＩＥＳが本格的に参入してきた時期でもあ った 。

　８９年１月１６日から９０年２月１２日までの期間での ，各国の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別価

値はつぎのように推移している 。日本の価格は３．１０ドルから２．０６ドルヘ アメリカでは

３． ９０ドルから１ ．７８ドルヘ 欧州では５．９５ドルから１ ．９０ドルヘ 台湾では５．１０ドルから

１．

８５ドルヘ 香港では３．５５ドルから２．６０ドルヘ，韓国では３．８０ドルから１ ．５５ドルヘとそ

れぞれ大幅に低下してきている 。同期間における各国の価格の低下率を見ると ，欧州の

６８．１％，台湾の６３．７％，韓国の５９．２％，アメリカの５４．４％，日本の３３．５％，香港の

２６．８％とな っており ，欧州 ，台湾，韓国，アメリカの低下率が大きい 。

　第４期における２５６ＫＤＲＡＭの国際価格の　般的傾向をみておこう 。０８９年の１月か

ら６月頃までは各国の価格は３～６ドルの問で推移し，価格差も最高で３ドルであ った

のに対し，７月以降になると各国の価格は３ドル台にまで下落し ，１～３ドル台にまで

収赦し１つの帯状とな って低下してきている 。価格差も１ドル前後と大幅に縮小してき

ている 。　７月までは日本の国際個別価値が底線を画していたが，８月１４日には韓国の

それが日本に代 って底線を画するに至 っている 。　 アメリカ ，欧州，台湾の国際個別価

値が日本のそれよりも下回るという現象がみられる 。

　では，第４期の２５６ＤＲＡＭの国際価格の低下現象はどのような理由によるのであろ

うか。第１の理由は，２５６ＫＤＲＡＭと１ＭＤＲＡＭとの世代交代の本格化にある 。第３期

までに見られた１Ｍの技術的問題が克服され，１ＭＤＲＡＭはようやく量産体制が確立さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
れつつあ った。表Ｉ－２の通産省の需給見通しによると ，８９年１～６月期の１ＭＤＲＡＭ

の生産は対前期比４８．３％増の１８，３９０万個が見込まれており ，７～１２月期には３４．８％増

の２４，７９０万個となる見通しである 。これに対し ，８９年１～６月期の２５６ＫＤＲＡＭの生産

は対前期比１１ ．２％減の２９，３８０万個が見込まれており ，７～１２月期は２％減の２５，６２０万個

となる見通しである 。このように２５６ＫＤＲＡＭと１ＭＤＲＡＭとの世代交代が急速に進

み， ８９年末には両者はほぽ同等の生産数量になる情勢である 。８８年以降，１ＭＤＲＡＭの

価格は需給緩和や量産体制の確立に伴 って徐 々に低下しつつある 。衰退期に入 った

（５９５）
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図Ｉ－６　世界半導体市場における１ＭＤＲＡＭの価格推移　 （単位 ：ドル）
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　　　　　（出所）電波新聞杜編［電子工業年鑑　１９８９」電波新聞杜 ，１９８９年 ，７８８べ 一シ 。

２５６ＫＤＲＡＭの価格も１ＭＤＲＡＭとの競争によっ て低下をよぎなくされていると言えよ

う。

　第２の原因は，韓国，台湾，香港，シンガポールの東アジアの新興工業経済地域がメ

モリー 市場に本格的に参入しはじめ，半導体の新たな世界市場競争が展開しだした，と

いうことである 。とりわけ，最近急速に力をつけてきた三星，現代，金星などの韓国半

導体 メーカー のメモリー 市場への参入は著しい。８９年９月１１日に韓国の２５６ＫＤＲＡＭの

国際個別価値が２．２０ドルとなり ，日本のそれ（２．５４ドル）よりも下回 ってきているのも ，

こうした韓国半導体 メーカー が日本の大手半導体 メーカー である日本電気や三菱電機と

肩を並べるまでの規模の生産を行い，２５６ＫＤＲＡＭの世界市場に積極的に参入してきて
　　　　　　　　　１９）
いるからに他ならない 。

　以上のことから ，第４期における２５６ＫＤＲＡＭの世界市場価格の特徴はつぎのように

まとめられよう 。第１は，量産体制に入 った１ＭＤＲＡＭと衰退期を迎えた２５６ＫＤＲＡＭ

との製品間競争と ，東アノァＮＩＥＳの新興半導体 メーカー の２５６ＫＤＲＡＭ世界市場競争

への参入により ，世界市場において競争が優位を占めたことである 。第２は，この二つ

の世界市場競争によっ て２５６ＫＤＲＡＭの国際価格が大幅に低下していることである 。第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９６）
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３は，韓国の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別価値が日本のそれを下回り ，底線を画し ，

２５６ＫＤＲＡＭの世界市場価格を規制しはじめたことてある 。

　これまで，２５６ＫＤＲＡＭの国民価格すなわち国際個別価値，国際市場価格または国際

市場価値の推移を第１期から第４期までの時期に区分して考察してきた。この考察から

つぎのような結論を導き出すことができた。世界市場における半導体独占資本間の国際

価格競争は，一方では国際価値革命という国際価格の急激かつ急性的な低下をもたらす

が， 他方ではそれは国際的な独占体制を形成させ，国際価値革命の作用を緩和し，国際

価格の上昇をもたらす，ということである 。だが，国際価格の維持または上昇傾向をも

たらす世界市場における独占も ，さらなる世界市場における競争によっ て打ちまかされ ，

再び世界市場競争による国際価格の下落をひきおこすのであるｐ 世界市場では競争と独

占が並存し ，ある局面では競争が優位に立ち，他の局面では独占が優位に立つ。また他

の局面では独占と競争とが拮抗することもある。世界市場における競争と独占が

２５６ＫＤＲＡＭの国際価格に大きく作用し ，競争の局面では国際価格は低下傾向を示し ，

独占の局面ではその国際価格は国際個別価値の上昇であれ，また国民価格の国際個別価

値以上の上昇であれ，いずれにしろ上昇傾向を示している 。競争と独占とが拮抗してい

る局面ではそれは一定の水準を維持すると言えよう 。

　第１期から第４期の全期間にわた って言えることは，日本の２５６ＫＤＲＡＭの国民価格

または国際個別価値が総じて底線を画し，２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格または国際市場

価値を規制する牽引者としての役割を果たしている ，ということである 。

３　半導体の国際価格形成の技術的基盤

　前節において２５６ＫＤＲＡＭの世界市場における競争と独占がその国際価格に作用し
，

日本の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別価値がその国際市場価格または国際市場価値を規制する

規定者であるということを明らかにしてきた 。

　そこで本節では，２５６ＫＤＲＡＭの国際価格の規定者にな った日本の２５６ＫＤＲＡＭの国

際個別価値の技術的基盤が解明されなければならない。そのさい，２５６ＫＤＲＡＭの世界

市場の商品総量において日本はいかなる位置を占めているか，これを技術的に支える設

備投資や研究 ・開発において日本の半導体 メーカーの技術的水準はどのような位置にあ

ったのかという点に焦点を絞りながら ，この問題に迫ることにする 。

　図ｕ －１はＤＲＡＭ市場の日米 シェ ァ比較を示したものである。ｒ日本企業は特にモス

（５９７）
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図卜１ ＤＲＡＭ市場の日米 シェ ア比較

（単位 ：％）

８０

６０

国
国

日系メーカー

４０ 米系メーカー 函
２０ 国
　　　　　４Ｋ　　　　　１６Ｋ

（資料）ＤＡＴＡＱＵｌＥＳＴ

（出所）　プレスジャーナル杜編［１９８８年度版

　　　２４５ぺ 一ジ 。

６４Ｋ　　　　　２５６Ｋ １Ｍ

日本半導体年鑑」プレスジャーナル杜，１９８８年
，

表１皿一１ 世界市場のＤＲＡＭ出荷数量予測（１９８６年）

　　　　　　　（単位 ：百万個，カ ッコ 内は８５年実績）

世界 日　本 米国 欧 州 東南
アジア

４　Ｋ ３ １ １ １ ０

（　１５） （　３） （　１０） （ ２） （ ０）

１６Ｋ ２５ １０ １０ ５ ０
（　７５） （　１０） （　６０） （ ５） （ ０）

６４Ｋ ２５０ １００ ５０ ５０ ５０

（８９５） （４３５） （４００） （ ３０） （ ３０）

２５６Ｋ ６９０ ６３０ ４０ Ｏ ２０

（３８１） （３２６） （　５０） （ Ｏ） （ ５）

１　Ｍ ３ ３ ０ ０ ０

（　０） （　０） （　Ｏ） （ Ｏ） （ ０）

総　　計 ９７１ ７４４ １０１ ５６ ７０

（１ ，３６６） （７７４） （５２０） （ ３７） （ ３５）

　（注）内製 メーカー を除く外販市場での出荷数量，日経テレコム 調査 。

（出所）優本里司「日米半導体摩擦と半導体産業の国際的再編成一ハイテ

　　　ク分野における日米資本間の対抗と協調一」丁証券経済』日本証券

　　　経済研究所，１９８７年６月 ，第１６０号 ，１３９べ 一ジ 。

（５９８）
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製品において優位を占めている 。１９７０年代初頭の１ＫＤＲＡＭ世界市場においては日本

企業はまっ たくシ ェァがなか ったが，７０年代中頃の４ＫＤＲＡＭ世界市場ではわずか

１２％を占めるに過ぎなか った。ところが７０年代後半の１６ＫＤＲＡＭ，８０年代初頭の

６４ＫＤＲＡＭ，８０年代中葉の２５６ＫＤＲＡＭのそれぞれの世界市場において ，４０％，６０％
，

　　　　　　　　　　　　　　　２０）
８０～９０％を占めるまでに到 っている 。」

　表ｎ －１は１９８６年におげる世界市場のＤＲＡＭ出荷数量予測を示したものである 。

１９８５年における２５６ＫＤＲＡＭの世界市場の出荷数量（実績）をみると ，日本は３億

２， ６００万個で世界商品総量の８５．６％を占めているのに対し ，アメリカ５，Ｏ００万個（１３．１％）
，

東南アジアは５００万個（１ ．３％），欧州Ｏ個（０％）とな っている 。また，８６年の出荷数量

予測においても ，日本は６億３，０００万個（９１ ．３％），アメリカは４，ＯＯＯ万個（５ ．８％），東南

アジァ２，Ｏ００万個（２．９％）で，日本は２５６ＫＤＲＡＭ世界市場において圧倒的 シェ ァを占

め， その商品総量の大量を支配し世界の独占供給国としての地位を確立するまでに到 っ

ているのである 。したが って１９８３～９０年の２５６ＫＤＲＡＭのシリコソサイクルの全期間

にわた って日本の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別価値がその国際市場価格を規制することが

できた第１の技術的基盤は，２５６ＫＤＲＡＭの世界総量において日本が大量支配を占めた

ということにあ ったと言えよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表皿 一２　日米半導体 メーカーの
　ではつぎに，日本の２５６ＫＤＲＡＭの世　　　　　　　設備投資の推移（１９７３～８６）

界的供給独占を物質的に保障した設備投資　　　　　　　　　　　　　（単位 ；１００万ドル）

について見ることにしよう 。表ｎ －２は

１９７３年から８６年までの日米半導体 メーカー

間での設備投資の推移を示したものである 。

７３～７８年までは日米双方とも大きな変化は

みられなか ったが，７９年になるとアメリカ

では１１億１ ，２００万ドル ，日本では４億１ ，２００

万ドルとなり ，双方の設備投資額が急増し

ている 。８１年にはアメリカは１５億２，ＯＯＯ万

ドル，日本は８億７，ＯＯＯ万ドルで，日本の

設備投資額はアメリカのそれの約２分の１

弱にまで接近している 。そして注目すべき

ことは，８３年には日本の全杜の設備投資額

（１６億４，２００万ドル）がアメリカ企業のそれ

日本企業
アメリカ企業

巨大９杜 全　　杜

１９７３ ３４１ １１２ ＮＡ

１９７４ ４１０ １０７ ＮＡ

１９７５ １９４ ７５ ＮＡ

１９７６ ３５８ ２３０ ＮＡ

１９７７ ４３８ １７５ ＮＡ

１９７８ ６６５ ２６３ ２９０

１９７９ １， １１２ ４１２ ４５４

１９８０ １， ４６３ ６３６ ７０１

１９８１ １， ５２０ ８７７ ９７４

１９８２ １， ３５７ １， ０１４ １， １２４

１９８３ １， ６３０ １， ５２２ １， ６４２

１９８４ ２， ８７４ ３， １７０ ３， ３４５

１９８５ ２， １２５ ２， ６９５ ２， ９６０

１９８６ １， ６８５ ２， ２３０ ２， ５８５

ｓｏ皿ｃｅｓ：
Ｉｎｇｏ　Ｗａｌｔｅｒ　ｅｄ 〃加０３Ｚ３伽ｏ加ポ ル１”伽一

　　　３び加丁閉卿〃ｏ刀，Ｕｎｗｈ　Ｈｙｍａｎ，１９８８，ｐ
．４８

（５９９）
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（１６億３，ＯＯＯ万ドル）をはじめて凌駕し ，８４年には日本の巨大９杜がアメリカ企業を上回 っ

たことである。このことは，８３年に立ち上 った２５６ＫＤＲＡＭに対して日本の半導体 メ

ーカー がアメリカ企業を凌ぐ勢いで設備投資を行 ったことを意味している 。その結果 ，

日本は２５６ＫＤＲＡＭの世界市場において商品総量の大量を占めることが可能にな っ

たのである 。また，半導体不況の時期であ った８５，８６年の対８４年比における双方の設

備投資額を見ると ，８５年ではアメリカ企業は２６％減，日本全杜１２％減，巨大９杜１５％減

であり ，８６年ではアメリカ企業は４１％減，日本全杜２３％減，巨大９杜３０％減とな ってい

る。 このことは不況期においても日本企業はアメリカ企業ほどの大幅な設備投資の削減

を行なわなか ったということを意味している 。このように半導体産業も超ＬＳＩ時代に

突入して設備投資額が激増しているが，それに伴 って日本の１杜平均の設備投資額も７９

年の１００億円から８４年には１ ，ＯＯＯ億円を突破するほどの巨額にのぽ っている 。アメリカで

も１杜平均の設備投資額は７９年の１億ドルから８４年の２億５，Ｏ００万ドルヘと急増してい

る。

　このように日米両国の半導体 メーカー は８０年代に入 って設備投資を積極的に行 ってい

るのであるが，これは旺盛な需要拡大と超ＬＳＩ時代の本格化に伴 って ，各杜が生産能

力の拡大を図るため，新規工場の建設や既存工場の増設に先行的 ・積極的に取り組んだ

ことに起因している 。そして ，８３年という年は２５６ＫＤＲＡＭがはじめてサンプル出荷

された年である 。８３，８４年に世界の半導体 メーカー による設備投資競争か展開された背

景には，こうした超ＬＳＩ時代の本格化，とりわけ２５６ＫＤＲＡＭの生産 ・販売をめぐる

世界市場におげる国際独占体問での競争かあ った。その結果，２５６ＫＤＲＡＭの世界市場

における国際価格競争か激化し，各国て国際個別価値の低下が生じ ，世界商品総量にお

いて大量を占めた日本の国際個別価値がその国際市場価格または国際市場価値を規制し

たのであ った 。

　さらに，日本の半導体 メーカー がアメリカの企業に比べてより積極的に設備投資を展

開した要因についてみることにしよう 。半導体産業か巨額の設備投資を行う　般的な理

由は，半導体産業に独自な技術革新，すなわち０高集積化，高速化のための微細化技術 ，

（２）ウエハーの大口 径化，　 クリーソ ・ルーム 等の無塵化のための自動化，無人化，　高

速高機能回路の設計　測定技術かあるからに他ならない。こうした技術革新のための新

たな設備も平均寿命は３．８年と極めて短い。世界市場競争に打ち勝つためにはつねに国

際的な技術水準を保持していかなけれぱならない。このようにして設備投資は年 々巨額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
にな っていく仕組みにな っているのである 。８３年に日本の設備投資額がアメリカのそれ

（６００）
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を凌駕した特殊な事情というのは何であ ったのであろうか。これには２つの要因がある 。

　第１は，どのようなタイプのＩＣに重点を置くかという日米半導体企業間での製品戦

略上の差異である 。日本の主力製品はＭＯＳ　ＩＣであるか，なかでもＭＯＳメモリー

ＤＲＡＭ製品であ った。ＤＲＡＭ製品の生産に多額の設備投資が必要であるのは，０最

先端の微細加工技術およぴ量産効果による コスト低減を図るための大規模な旦産ラウノ

が必要であること ，　技術革新のテソポが最も速い分野セあり ，２ ，３年で設備が陳腐

化してしまうため，不断の技術革新が要請されること ，　 クリーンルーム ，露光装箇等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
の生産設備の コストが急上昇していること ，による 。

　表ｕ －３は日米主要 メーカーのメモリー 比率を示したものである。日系６杜の出荷に

占めるメモリーの比率は２４～３４％とかなり高いのに対し ，米系５杜のそれは１３～２２％と

低くな っている 。しかも米系の場合，８２年の２２％から８６年の１２．７％へと大幅に低下して

いる 。このようにアメリヵはＭＯＳメモリーの分野で日本に相当引き離されている 。ア

メリカが力を注いでいる製品は，製品寿命が長く生産設備の回数が少なくてすむ特別仕

様製品（ＡＳＩＣ）やバイポーラＩＣである 。アメリカの設備投資額が日本のそれに比べて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
小さいのは，こうした日米半導体企業間の製品戦略上の相違によるところが大きい，と

言えよう 。

表１ －３　日米主要 メーカーのメモリー 比率
（％）

１９８２　　　　１９８３　　　　１９８４　　　　１９８５　　　　１９８６

日系６杜　２４，３　２８，０　３４，２　２６，５　２４ ．８

米系５杜　２２，０　２１ ，６　２１ ，２　１５，８　１２ ．７

　　　　　　　　（注）　日系６杜 ：日本電気，日立，東芝，富士通，松下，三菱

　　　　　　　　　　米系５杜 ：ＴＩ
，モトローラ ，イソテル ，ＮＳ，ＡＭＤ

　　　　　　　　（出所）　日本電子機械工業会編ｒ半導体産業の現状と将来展望』

　　　　　　　　　　日本電子機械工業会，１９８８年，６８べ 一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
　第２は，日米半導体企業間での企業戦略上の差異である 。アメリカの半導体 メーカー

は早くから海外に工場を建設し，本国では回路設計やウエハー製造とい った前工程を行

い， 半製品 ・部品を海外子会杜に送り ，海外の安価な労働力を利用して組み立てや検査

とい った後工程を行 っている 。そして ，完成品を本国に再び戻し，本国から世界市場に

向けて販売したり ，海外子会杜から直接的に世界市場に販売したりするという企業内国

際分業に基づく世界販売を展開している 。このようにアメリカの半導体 メーカー は企業

内国際分業体制を構築することによっ て， 巨大化する設備投資や人件費を含む費用価格

（６０１）
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の縮減を図 ってきたのである 。この戦略は短期的には費用価格の削減をもたらしはした

が， 他方において品質と生産性の面において日本に後れをとるという結果を引き起こし

たのであ った。なぜならぽ，アメリカ半導体 メーカー は世界的な規模での費用価格の縮

減だけを考えるあまり ，工程革新，生産性，品質水準，歩留り ，たどの向上をもたらす
　　　　　　　　　　　　　２５）
自動化を軽視したからであ った 。

　これに対し，日本の半導体 メーカー はアメリカのメーカー ほどに海外進出を行わず ，

むしろ日本国内での組立設備の自動化に力を注いだ。自動化は，一方では同じ量の生産

を行うのに使用される人数を削減することによっ て， 他方では不良品の率を低下させる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
ことによっ て， 労働生産性の句上に大きく寄与した。自動化は，さらにウエハーの大口

径化やマスク使用枚数の増加によるＤＲＡＭの高集積化を可能にした。だが他方で自動

化の推進はそれに不可欠なクリーソルーム や無塵化のための設備投資額をより一層増加

させた。このようにして，日本の半導体 メーカー は設備投資を積極的かつ大規模に展開

することによっ て， 生産性の向上を図り ，旦産体制を構築してきた。設備投資は半導体

の供給能力を保障する重要な要素であるが，国際半導体産業の設備投資をめぐる競争に

おいて日本の半導体 メーカー がアメリカのそれを凌駕し，優位を占めたということは ，

設備投資が日本の２５６ＫＤＲＡＭの大量的支配を物質的に保障したということを実は意

味している 。したが って ，日本の２５６ＫＤＲＡＭの国際個別価値の第２の技術的基盤は ，

アメリカを凌ぐ積極的な日本の設備投資に他ならなかったのである 。

　最後に，国際半導体産業における技術水準および世界の半導体 メーカー 間において日

本の半導体 メーカーの技術水準がいかなる地位を占めていたのか，という点を見ること

にしよう 。

　表ｎ －４は日米の半導体技術水準を比較したものである 。１９７９～８０年の第１四半期に

おいてはアメリカは１４項目において優位を占めていたのに対し，日本はわずか５項目に

おいてリードしているに過ぎなか った。日米対等は４項目であ った。すなわちアメリカ

はエプ ロム ，マイクロ プロセッサ ー， セミカスタム等の複雑な論理システム ，メモリー

ロジ ック ，リニアの非 シリコソ製品，リソグラフィー 等の微細加工技術とい った製品プ

ロセス 技術，ＣＡＤ，ＣＡＭの設計技術の分野で優位を占めていたが，日本はＤＲＡＭ ，

ＳＲＡＭのシリコソ製品，光デバイスの分野でわずかにリードしているにすぎなか った 。

　ところが，８６～８７年の第１四半期になると技術水準における日米の地位が逆転する 。

つまりアメリカの優位は５項目にまで減少したのに対し，日本の優位は１３項目にまで増

大したのであ った。日米の技術水準が拮抗している分野も７項目にまで拡大している 。

（６０２）
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表１皿一４ 日米の半導体技術水準の比較

１６７

日本の優位 アメリカの優位
日米対等

完全 相当 僅少 僅少 相当 完全

シリコソ製品

ＤＲＡＭ ＜ ■

ＳＲＡＭ ＜ ■

ＥＰＲＯＭ ＜ ■

マイクロ ブロセッサ ー
＜・

カスタム ，セミカスタムロ ジック ■ ＜ ■

バイポーラ型ＩＣ ＜

非シリコ１■製品

メモリー ＜ ■

ロジ ック ＜ ■

リニア
・＜

光エレクトロニクス ＜ ■

ヘテ ロ構造 ＜ ■

素　材
シリコン ＜ ●

ガリウム 砒素 〈 ■

処理機材

リソグラフィー

光リソグラフィー ＜

電子ビーム ・リソグラフィー ＜ ■

Ｘ線リソグラフィー ＜ ■

イオソ注入技術 〈・

化学的基礎成長装置 ・＜

蒸着拡散その他 ＜ ■

エネルギ ー支援処理 ＜

組　立 ・＜

パッ ケージソグ ＜・

試　験 ＜ ■

ＣＡＤ ＜ ■

ＣＡＭ ＜ ■

　（注）　 ・：アメリカの地位１９７９～８０（ＩＱ）；＜ ：アメリカの地位１９８６～８７（ＩＱ）

（資料）Ｕ　Ｓ　Ｇｏｖｅｒｍｅｎｔ　Ｉｎｔｅｒ　Ａｇｅｎｃｙ　Ｗｏｒｋｍｇ　Ｇｍｐ　ｏｎ　Ｓｅｍｌｃ　ｄ　ｔ　Ｔｅｃｈｍ１ｏｇｙ

（出所）Ｃｈａ１ｍｅｒｓＪｏｈｎｓｏ叫Ｌａｕｒａ Ｄ　ｄ　 Ｔｙｓｏｎ　ＪｏｈｎＺｙｓｍａｎｅｄ　Ｐｏ脇６Ｍ〃Ｐ７０６肌肋〃Ｂ
ａｌｌｍｇｅｒ

　　　Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎｇ　Ｃｏｍｐａｎｙ，１９８９，ｐ
．２６７

（６０３）
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日本はＤＲＡＭ・ＳＲＡ以バイポーラのシリコソ製品，デパイス技術におけるメモリー

ロジ ック ，光デバイスの分野はもちろんのこと ，「製品技術における微細加工衰術やプ

ロセスの自動化などの量産技術や製品化技術，そして無塵化技術などで日本がリードし
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）さらにＧａＡｓ（ガリゥムヒ 素）ＩＣの技術でも日本が先行している 。」ここで決定的に重要

なことは，製造ブ ロセス技術や素材技術の分野において日本がアメリカよりも技術的優

位を占めたという点である 。というのも ，この分野こそは半導体製品の旦産体制と生産

性の向上を可能にし，ひいては半導体製品の価格の低下をもたらす最も重要な部分だか

らである 。こうして ，日本は７９～８０年から８６～８７年までの間にアメリカの半導体の技術

水準を凌駕し，半導体の世界的技術水準において優位を占めたのであ った。これが第３

の技術的基盤である 。

　本節では，２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格または国際市場価値を規制した日本の国際個

別価値の技術的基盤を考察してきたが，これまでの分析からつぎのことが明らかとな っ

た。

　第１に，日本が２５６ＫＤＲＡＭの世界総量において大量的支配を占め，その世界的供

給独占国としての地位を占めたことである 。

　第２に，２５６ＫＤＲＡＭの世界的供給独占を物質的に保障したのは，アメリヵを凌ぐ日

本の設備投資の積極的 ・先行的な展開であ ったことである 。

　第３に，国際半導体産業における不断の設備投資や技術開発をめぐる競争において
，

とりわけアメリカ半導体 メーカーとの競争において日本の半導体 メーカー が圧倒し ，半

導体の無塵化への不断の技術革新によっ て， 半導体の世界的技術水準において優位を占

めたということである。以上の３つが２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格または国際市場価

値を日本の国際個別価値が規制した技術的基盤であ った 。

４　結　　論

　本稿は，国際価値論とりわけ国際市場価値論の観点から世界半導体市場における競争

と独占が２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格形成にいかなる作用を及ぼすか，世界半導体市

場における２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格の規定者は誰かを実証的に解明することを課

題とし，独占的世界市場構造における国際価値法則の具体的な貫徹様式の解明を目ざし

た。 実証分析からつぎのような結論を得た 。

　第１に，２５６ＫＤＲＡＭの世界市場における競争はその国際市場価格を急激的に低下さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０４）
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せる方向に作用した。ここでの国際競争は２５６ＫＤＲＡＭの同種製品間での国際競争を

主軸に，集積度の異なる同種製品間の国際競争すなわち２５６Ｋと６４Ｋおよび１Ｍとい

う製品間での国際競争を副軸として展開された。こうした国際競争による２５６ＫＤＲＡＭ

の国際市場価格の低下は激烈かつ急性的な価値減少という国際価値革命によっ て生じた

ものであ った。世界半導市場とりわけ２５６ＫＤＲＡＭの世界市場において国際価値法則

あるいは国際市場価値法則は国際市場価格または国際市場価値の低下を通して ，自己を

貫徹しているのである 。

　第２に，２５６ＫＤＲＡＭの世界市場における独占はその国際市場価格を上昇させる方向

に作用した。日米政府間協定という姿で現象した日米半導体協定　国際カルテルは国際

的な生産制限 ・価格統制を内実とする２５６ＫＤＲＡＭの世界市場における競争制限 ・国

際的な独占体制を意味した。この国際的な独占体制は直接的には供給 ・生産数量の制限

による国際個別価値の上昇をもたらし ，間接的には世界的需要の増大による国民価格の

国際個別価値以上の上昇を引き起こすことによっ て， 国際価値革命の作用を緩和した 。

換言すれぼ，それは２５６ＫＤＲＡＭの国際市場価格の上昇をもたらし ，国際半導体独占

資本に国際的た超過利潤を保障したのであ った 。

　第３に，２５６ＫＤＲＡＭの世界市場において競争と独占とが相克しあう場合には，その

国際市場価格は上昇と安定傾向を示した 。

　第４に，第１期から第４期までのシリコソサイクルにおいて ，２５６ＫＤＲＡＭの世界市

場で商品大量を占めた日本の国際個別価値が総じて世界の底線を画し，その国際市場価

格または国際市場価値を背後から規制したということである 。

　くり返し強調しておかなけれぱならないことだが，従来の日本の国際価値論論争は現

代的 ・実践的課題を明確にすることなく ，論争のための論争に終始したため，「不毛な

論争」と郡楡されてきた経過がある 。国際価値の理論の正しさは実証によって証明され

なければならない。半導体の国際価格形成問題を国際価値論または国際市場価値論の観

点から実証的に分析してみて判明したことは，現代世界市場においても価値法則が貴徹

していること ，国際価値論または国際市場価値論は現代世界市場を解明する理論である

こと ，などである 。

　たお，多国籍半導体企業による世界生産をめぐる競争と独占，世界市場シ ェアをめぐ

る競争と独占，世界的集中 ・集積運動の分析については他日を期したい 。

　　 １）中西一正ｒ半導体産業における国際寡占的構造とその基礎」『立命館経営学』第２７巻第１

　　　号，１９８８年５月 ，参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０５）
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ｇ）　Ｂｒｕｃｅ　Ｒ　Ｓｃｏｔｔ　ａｎｄ　Ｇ
ｅｏｒｇｅ　Ｃ　Ｌｏｄｇｅ　ｅｄ，

び８Ｃｏ閉枇肋岬舳伽舳¢加Ｗ；ｏブ〃厄６０〃ｏ榊以

　Ｈａｒｖａｒ
ｄ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｓｃｈｏｏｌ　Ｐ

ｒｅｓｓ，１９８５，Ｐ１６６（フルース　Ｒ　スコヅト
，ソヨーソ

　Ｃ　ロ

　　ッジ編，岡本秀昭監修『日本の脅威，アメリカの選択』第１部，光文杜，１９８７年 ，４０６べ 一

　ジ）。

１０）宮脇孝久「産業の情報化とその国際的展開」情報問題研究集団編『コンピ ュータ革命と現

　代杜会２』大月書店，１９８６年，所収，１３８べ 一ジ，注参照 。

１１）中川信義「アジア新工業化と日本経済」４９べ 一ジ 。

１２）榎本里司「日米半導体摩擦と半導体産業の国際的再編一ハイテク分野における日米資本間

　の対抗と協調一」日本証券経済研究所『証券経済』第１６０号，１９８７年，１４８～１４９べ 一ジ 。

１３）岡三経済研究所『半導体産業の先を読む一日本のメーヵ一 はよみがえるか？一』ＴＢＳブ

　　リタニカ ，１９８７年，２７～２８べ 一ジ ，参照 。

１４） ，１５）榎本里司「半導体産業における独占一８０年代後半の構造変化と市場秩序一」大阪市

　立大学経済研究所『季刊経済研究』ｖｏｌ．１３，Ｎｏ．
２． １９９０年，３７ぺ 一ジ 。

１６）電波新聞杜編『電子工業年鑑　１９８９』電波新聞杜，１９８９年 ，７９０べ 一ジ 。

１７）Ｍａｓｓｏｍｄ　Ｍ・Ｓａｇｈａ丘ａｎｄ　Ｃｈｉｎ－Ｓｈｕ　Ｄａｖｉｄ
ｓｏぺ‘Ｔｈｅ　Ｎｅｗ　Ａｇｅ　ｏｆ　Ｇ１ｏｂａ１Ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｏｎ　ｈ

　ｔｈｅ　Ｓｅｍｌｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｅｎｔｅｒ　ｔｈｅ　Ｄｒａｇｏｎ
”， Ｃｏ〃舳６舳■ｏ〃舳１げＷｏｒ〃３”５閉伽，

　Ｗｈｔｅｒ１９８９，ｐ
．６９

１８）電波新聞杜編『電子工業年鑑　１９９０』電波新聞杜，１９９０年，７９１べ 一ジ 。

１９）　 ブレヌジャーナル杜編『１９８８年度版　 日本半導体年鑑』プレスジャーナル杜，１９８８年
，

　２４５ぺ 一ジ 。

（６０６）



　　　　　世界半導体市場における競争 ・独占および国際価格形成（杉本）　　　 １７１

２０）Ｉ・ｇ・Ｗ・１・…ｄ
．， 峨ブ・・Ｚ・伽伽 ・ル１・伽卿〃〃舳〃・仏Ｕ・ｗｉ・ Ｈｙｍ…１９８８・Ｐ

　３５
２１）　 日本電子機械工業会編『半導体産業の現状と将来展望』日本電子機械工業会 ，１９８８年 ，２０

　ぺ 一ジ 。

２２）　日本電子機械工業会編，前掲書，６８ぺ 一ジ 。

２３）　日本電子機械工業ム編 ，目１」 掲書，６８へ 一ノ 。

２４）伊丹敬之十伊丹研究室『逆転のタイナ 、スムー日米半導体産業の比較研究一』ＮＴ「出版 ・

　１９８８年，１４８－１５５べ 一ジ ，参照 。

２５）　Ｄａｎｉｅ１Ｏｋｉｍｏｔｏ　ｅｔ　ａｌ
．，

Ｃｏ舳仰〃～６ Ｅゴｇり丁加＆榊づ６０〃６肌二０７ 〃３伽ｆび加”６し一８伽６

　■砂似ｔｈｅ　Ｂｏａｒ
ｄ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｔｒｕｓｔｅｅｓ　ｏ｛ｔｈｅ　Ｌｅ１ａｎｄ　Ｓｔａｎｆｏｒｄ　Ｊｍｏｒ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ，１９８４（タニェ

　ル ・Ｉ ・オキモト他編著，土屋政雄訳『日米半導体競争』中央公論杜，１９８５年，８６，８９べ 一

　　ジ ，参照）。

２６）伊丹敬之十伊丹研究室，前掲書，１６２ぺ 一ジ 。

２７）伊丹敬之十伊丹研究室，前掲書，１６２ぺ 一ジ 。

（６０７）


